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 ３ 社会との連携，国際交流等に関する目標(大項目) 
 

 （１）中項目１「社会との連携，国際交流に関する目標」の達成状況分析 
 

①小項目の分析 

 

  ○小項目 3-(1)-１「【地域社会等との連携・協力】地域との連携・協力は大学の重

要な任務と位置づける」の分析 

  a）関連する中期計画の分析 

  計画１-１「123 知的財産の利活用に関する部門を整備する」に係る状況 

    平成 16 年度に，本学が創出する発明・特許・商標等の知的財産の管理・保護及

び利活用を図るため，知的財産管理室を設置した。本学が保有する知的財産の社会

還元の一層の円滑を図るため，平成 17 年に大学内部型機関として佐賀大学 TLO を

設置し，客員教授として採用した弁理士，知的財産アドバイザー等の活用の下，技

術移転を行ってきた。平成 18 年には，知的財産管理室，佐賀大学 TLO 及び科学技

術開発センターの３機関を産学官連携推進機構として統合し（資料 3-(1)-１－1），

統合のメリットを活かして技術シーズの発掘，権利化及び管理，知的財産の技術移

転の各業務を効率的かつ円滑に推進している。 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  計画１-２「124 産業界及び地域社会との連携・協力を推進するための基本指針を設

定し，実行する」に係る状況 

  平成 16 年に地域貢献推進室を設置し，市民ニーズへの対応，県民生活の質の向

上，知の創造をキーワードとする民学連携による基本方針に基づく事業を推進し，

さらに平成 18 年に「国立大学法人佐賀大学社会貢献の方針」を制定し（資料 3-

(1)-１-2[1]），地域との連携・協力に関する全学的な方針を明確化した。同方針

の下，自治体(佐賀市，唐津市，鹿島，小城市，有田町)，県内２金融機関及び県弁

護士会との間で交流協定を締結し，自治体及び地域社会との連携・協力関係を構築

するとともに（資料 3-(1)-１-2[2]），「地域創成型学生参画教育モデル開発」・

「e ラーニングによる人材育成支援モデル」・｢学習コンテンツ流通事業｣・「社会

人のための学び直しニーズ対応プログラム」等の競争的資金の活用による事業，自

治体等との相互に協力して行う事業の企画と推進，及び公開講座の企画・推進など

生涯学習を含めた教育と研究をとおした地域社会の活性化につながる事業を実施し

た（資料 3-(1)-１-2[3]）。 

 

 

 

 

 

 

資料 3-(1)-１－1[1]：国 立 大 学 法 人 佐 賀 大 学 産 学 官 連 携 推 進 機 構 規 則  

（ 平 成 18 年 7 月 2 1 日 制 定 ）

（ 目 的 ）  

第 ２ 条  機 構 は ， 国 立 大 学 法 人 佐 賀 大 学 (以 下 「 本 学 」 と い う 。 )の 産 学 官 連 携 を

組 織 的 に 推 進 す る 中 核 的 拠 点 と し て ， 本 学 に お け る 産 学 官 連 携 の 取 組 に 積 極 的 な

役 割 を 果 た す こ と を 目 的 と す る 。  

前記（小項目 2-(1)-2）資料参照 

・184 頁，資料 2-(1)-2-1[1]：産学官連携推進機構ホームページ 

・184 頁，資料 2-(1)-2-1[2]：産学官連携推進機構相関図 

資料 3-(1)-１-2[1]：国立大学法人佐賀大学社会貢献の方針（平成１８年６月２３日制定）  
 
３．社会貢献の目的  
（１）生涯学習等を通じて社会に対して学術的、文化的貢献を果たす。  
（２）地域と連携し、社会的な課題を解決する支援活動を行う。  
（３）産業界と連携し、大学に対する研究への期待に応える。  
（４）地域の教育について、先導的な役割を果たす。  
（５）医療活動を通じて、地域住民の健康を増進する。 
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資料 3-(1)-１-2[3]：2007 佐賀大学公開講座一覧【出典：平成 19 年度佐賀大学地域貢献室報告書 Vol. 

16】 

資料 3-(1)-１-2[2]：地域貢献に係る連携組織図【出典：平成 18 年度佐賀大学地域貢献室報告書 Vol. 
15】 
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  計画１-３「125 研究成果，技術相談，経営相談，法律相談等に関する情報を積極的

に公開し，地域との連携を深める」に係る状況 

地域貢献推推進室をとおして，学外の各サテライトにおいて成果の公開，技術情

報の提供を行うことにより地域交流事業を展開し（資料 3-(1)-１－3[1]）,産学官

連携推進機構が取得した特許情報，研究・技術移転・知的財産に関する情報提供・

集約の窓口として，開設 HP において情報提供を行い（資料 3-(1)-１－3[2]），企

業，自治体，団体，他研究機関等との協力・連携事業を積極的に推進している。 

 
資料 3-(1)-１－3[1]：サテライト室の業務案内【サテライトＨＰ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 3-(1)-１－3[2]：特許等情報案内【技術移転部門（佐賀大学 TLO）特許情報ＨＰ】 
 
登録特許    28 件   (H20.5.20 現在） 

公開特許    92 件 
未公開特許    43 件 

実用新案登録    １件 

知的財産登録   15 件 
 

   

整理番号 分野 発明の名称 発明の概要 

1988002 材料・機械 歯車試験機 
本発明は、歯車試験機、特に歯車の運転時の
振動と騒音及び耐久力等の運転性能試験機に
関するものである。 

1988003 材料・機械 

取付け角を有する
対称翼型複葉式ウ
ェルズタービンを
用いた波力発電装
置 

本発明は、波浪の有するエネルギーを機械的
な回転運動に変換する装置、より具体的には
波力発電装置に用いる対称翼型複葉式ウェル
ズタービンに関するものである。 

1989001 環境 凝集剤 

水溶性の４－アミノメチル－1,8-オクタンジ
アミン－エピハロヒドリン重縮合物にジアル
デヒドを、原料の４－アミノメチル-1,8- オ
クタンジアミン当たりモル比 1:0.0001 以上の
範囲内で加えて反応させて得られた水溶性の
高重縮合物又はその塩からなることを特徴と
する凝集剤。 

  

 

産学官連携サテライト室では、産学官連携に関す

るご相談にお答えします。 

• 佐賀大学の全教員の研究活動情報の提供 

（研究シーズ、保有特許などの情報が、端末か

ら検索できます。）  

• 創業ベンチャー相談、経営、法律、共同研究等

の相談  

• 特許検索、知的財産所有権等の相談  

• 資金調達相談  

• 各種研究助成制度の紹介  

• 佐賀大学のインキュベート室利用の紹介  

○産学連携コーディネータ及び各種相談受付員が

対応いたします。（無料）  
 

開館時間  平日  １３：００～１９：００  

毎月第２ 金曜日１８時より産 学連携フォーラム 講

演会を開催しています。  

TOSU サ テ ラ イ ト で

は 、 一 般 市 民 に 佐

賀 大 学 に 対 す る 理

解 を 深 め て も ら う

為 、 佐 賀 大 学 の 研

究 ・ 教 育 成 果 を 展

示しています。 

○展示内容 

• 教員等の研究報告書  

• 佐賀大学のパンフレット類パネル展示  

• 研究・教育成果（光デバイス、IC,マイクロ波回

路設計などのサンプル）  

• 教育実習状況、研究成果等の紹介のビデオ上映  

• VBL（ベンチャービジネスラボラトリ）・ベンチ

ャービジネス講座などで行われた講義や講演の

ビデオ上映  

 ○佐賀大学の公開講座も随時開催しています。  

開館時間  ９：００～２２：００（月曜日閉館）  
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  計画１-４「126 佐賀地域産学官連携推進協議会，地域貢献連絡協議会等を通して，

地域社会と連携・協力を推進する」に係る状況 

平成 16 年度から産学官連携推進協議会と共同して毎年「学生ビジネスプランコ

ンテスト」を企画しているほか，17 年度には産学官連携フォーラムを開催し（資

料 3-(1)-１－4[1]），本学保有特許および技術シーズの公開を通じて地域産業・

自治体との間での技術交流を行い，加えて 18 年度には「MOT 教育・農業版」の取

組を紹介した。また地域貢献推進室は，地域貢献推進連絡協議会や自治体をとおし

て，大学との相互協力による事業の提案を収集し，協力可能な事業について，16

年度７件，17 年度には約 24 件，18 年度９件の案件が検討され，総数 40 件の約９

割について大学側の対応を可とし，そのうち３割について事業の実施，および審議

会･委員会等への教員の派遣が実施され，残り７割について事業の推進のための検

討を行っている（資料 3-(1)-１－4[2]）。 

 

 

  b）「小項目 3-(1)-1」の達成状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 3-(1)-１－4[1]:産学官連携フォーラム報告【技術移転部門（佐賀大学 TLO）開催報告ＨＰ】 

5 回産学官連携フォーラム in 佐賀開催報告 

 第 5 回産学官連携フォーラム in 佐賀を平成 18 年 3 月 3 日（金）佐賀市アイスクエアにおいて開催しま
した。 
 佐賀地域産学官連携推進協議会は平成 13 年度に設立され、経済界 5 団体、官界 3 団体、学界 2 大学の参
加の下、毎年「産学官連携フォーラム」を開催し、産学官佐賀地域における産学官連携の要として活動を
続けてきました。技術革新の切り札として登場した産学官連携もいよいよその真価が問われ始めており正
念場を迎えつつあります。本年度は、佐賀大学に技術移転機構（佐賀大学 TLO）が設立され、佐賀地域に
おける産学官連携体制はほぼ確立しました。本年度の産学官連携フォーラムでは、佐賀大学 TLO の設立を
記念するともに、佐賀地域における産学官連携のあり方を再考し、再出発を誓いました。 
 基調講演として、株式会社ワイビーエム会長の吉田哲雄様より産学官連携の取り組み及び研究成果や実
用化に向けた課題点につきましてご講演いただきました。また、事例発表として、「最近のエネルギー貯
蔵デバイスと二次電池の動向」～携帯電話の電池に使えるセラミックスの事例～について理工学部機能物
質化学科 野口英行教授より、「高温高圧溶媒による機能性物質の抽出」～朝鮮人参サポニンと甘藷ポリフ
ェノールの抽出例などの紹介～について農学部応用生物科学科 林信行教授よりご講演いただきました。 
 フォーラムには、県内企業、公設機関、大学関係から多数ご参加いただき、当日の参加者は 56 名でし
た。また、ポスターセッション（研究シーズ・研究成果の紹介）及び技術相談会、懇親会にもたくさんの
方にご参加いただきました。 

 

資料 3-(1)-１－4[2]：自治体からの提案への対応状況一覧 

 

１７年度 １８年度 １９年度 
２０年度（6

月まで） 
合  計 

提案
件数

対応
可能 

左の内
実施中

提案
件数

対応
可能

左の内
実施中

提案
件数

対応
可能

左の内
実施中

提案
件数

対応
可能

左の内
実施中

提案
件数 

対応
可能 

左の内
実施中

佐賀県 3 3     4 3 3    7 6 3 

佐賀市 5 5 2 4 4  8 6 1 5 5 5 22 20 8 

鳥栖市 1 1           1 1 0 

小城市 4 4  5 5 2 1 1 1 3 3  13 13 3 

鹿島市 1 1        2 2 1 3 3 1 

唐津市 9 9 2    9 8 4 4 4 2 22 21 8 

みやき町 1 1           1 1 0 

有田町          2 2  2 2 0 

合  計 24 24 4 9 9 2 22 18 9 16 16 8 71 67 23
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   （達成状況の判断） 目標の達成状況が良好である 

   （判断理由） 

 計画１-１で，地域社会への研究成果の還元と学術交流を積極的に展開するため，

学内関係部門の見直しを行い，産学官連携推進機構および地域貢献推進室を設置す

るとともに，地域自治体，地元金融機関，県弁護士会との協定を締結し，大学の重

要な任務として多様な社会貢献と地域との活発な交流を実現したことから，良好な

達成状況と判断する。 

 

  ○小項目 3-(1)-2「【教育における社会連携】地域貢献を重視する本学の理念に基づ

き、教育面での連携，協力，社会サービスを充実する」の分析 
  a）関連する中期計画の分析 
  計画２-１「127 社会人のリカレント教育や生涯教育に対応するための社会人受入れ

態勢の整備，市民開放科目の開設，公開講座・市民講座の質的向上を進め，市民へ

の情報サービスを向上させる」に係る状況  

  「チャレンジ佐賀学」，市民参画プロジェクトとして平成 15 年度特色ある大学

教育支援プログラム（特色 GP）に採択された「佐賀環境フォーラム」など，地域

との関係が深い科目を含め，ネット授業を市民に開放した。また，平成 19 年度社

会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラムに採択された「佐賀大学デジタルコ

ンテンツ・クリエーター育成プログラム」による e ラーニング・コンテンツの充実

に取り組んだ（84 頁，【小項目 1-（2）-8】計画８-３，【52 頁，小項目 1-（1）-

10】計画 10-３参照）。さらに，NPO 法人「有明海再生機構」との連携による「有

明海講座」，公開講座，夜間開講授業を開講した。 

 

 

資料・データ番号２－１－①：国立大学法人佐賀大学公開講座規程（別添資料：39

頁） 

・86 頁，【小項目 1-（2）-8】計画８-３，資料・データ番号８-３-⑤：「e ラーニン

グ利用授業科目一覧（平成 19 年度現在）」 
・53 頁，【小項目 1-（1）-10】計画 10-３，資料・データ番号 10-３-①：「佐賀大学

科目等履修生規程」 
・52 頁，【小項目 1-（1）-10】計画 10-２，資料・データ番号 10-２-④：「平成 19

年度における夜間開講授業の開講状況（経済学科研究科）」 
・51 頁，【小項目 1-（1）-10】計画 10-２，資料・データ番号 10-２-③：「リフレッ

シュ教育の実施状況を示すデータ」 
 

資料 3-(1)-2-１[2]：国立大学法人佐賀大学料金規程 

 第４条 講習料は，公開講座の受講の申請を受理するときに，徴収するものとする。 
２ 講習料の額は，別に定める。 
３ 既納の講習料は，返還しない。 
第４条の２ 前条の規定にかかわらず，佐賀大学地域貢献推進委員会の議を経て，学長が当該公

開講座の趣旨，目的及び内容等を勘案し，講習料を徴収する必要がないと認めた公開講座にお

いては，講習料を徴収しないことができる。
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  計画２-２「130 国公私立大学間で教育研究に関するコンソーシアムを形成し，単位

互換，教員養成，専門職大学院，有明海研究等の地域研究課題に関して，連携協力

を行う」に係る状況  

教員養成において，九州地区８国立大学間に単位互換協定を締結し，２人の学生

を受入れた。シンクロトロン光関連分野では，九州地区８国立大学等間に研究教育

の連携協力に関する協定を締結し，有明海総合研究プロジェクトでは，学内外の研

究者が連携した協力研究体制を構築した。また，NPO 法人「有明海再生機構」と連

携協力し，有明海再生に向けた調査研究，政策提言などを行い，「有明海講座」の

開催に協力した。さらに，本学が中心となって佐賀県内の大学・短大・放送大学に

よる「大学コンソーシアム佐賀」を立ち上げ，地域の教育研究課題に関して連携協

力を行う体制を構築した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 3-(1)-2-１[3]：公開講座の開催状況の推移（件） 
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出典）「佐賀大学で学ぼう」 

資料 3-(1)-2－2[1]：九州地区 8 教員養成系大学・学部間における単位互換に関する協定書
（抜粋） 
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資料 3-(1)-2－2[2]：九州地区 8 教員養成系大学・学部間における単位互換の実施状況 

年 度 
派 遣 受 入 

人数 単位数 人数 単位数

平成 17 年度 1 2 0 － 

平成 18 年度 1 2 1 2 

平成 19 年度 0 － 1 2 

出典）教育活動等調査報告書の資料番号５-１-②-１ 

 

資料 3-(1)-2－2[3]：シンクロトロン光応用研究に関する連携協力協定 
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資料 3-(1)-2－2[5]：NPO 法人有明海再生機構 

この部分は著作権の関係で掲載できません 

出典）NPO 法人有明海再生機構「組織・活動状況」（http://www.npo-ariake.jp/toppage/d1.html） 

資料 3-(1)-2－2[4]：佐賀大学シンクロトロン光応用研究センターと他機関との協力連携図 

 

出典）佐賀大学シンクロトロン光応用研究センター「他機関との連携協力」 
（ http://www.slc.saga-u.ac.jp/reports/omote.pdf)
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資料 3-(1)-2－2[6]：有明海再生に向けた調査研究及び政策提言 

 

出典）環境省有明海・八代海総合調査評価委員会『委員会報告』（平成 18 年 12 月 21 日） 

 

資料 3-(1)-2－2[7]：「有明海講座」への講師派遣状況 

 開催日 テーマ 講師 

第 3 回 平成 18 年 12 月 23 日 
【日本一の干潟と干満差】 
最大約 6m の干満差，干潟の役割 

佐賀大学 教授 
加藤 治 

第 4 回 平成 19 年 1 月 13 日 
【有明海の海泥と濁り】 
浮泥のはたらき，海況（栄養塩，
塩分等） 

佐賀大学 教授 
田端 正明 

第 3 回 平成 19 年 11 月 17 日 
日本と韓国における干潟資源の伝
統的利用：採捕技術と食文化 

佐賀大学 教授 
武田 淳 

出典）NPO 法人有明海再生機構ホームページ（http://www.npo-ariake.jp） 

 

資料番号２－２－⑧：大学コンソーシアム佐賀における単位互換に関する協定書（別

添資料：40 頁） 

 

資料番号２－２－⑨：大学コンソーシアム佐賀における単位互換の実施に関する覚書

（別添資料：41 頁） 
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  b）「小項目 3-（1）-2」の達成状況 
   （達成状況の判断） 目標の達成状況が良好である 

   （判断理由） 

 計画１-１，計画１-２の状況が示すように，「佐賀環境フォーラム」などのネッ

ト授業の市民開放，「佐賀大学デジタルコンテンツ・クリエーター育成プログラ

ム」による生涯教育プログラムの開発，「大学コンソーシアム佐賀」の形成など，

地域社会への教育サービス体制を充実させている。 

 

 

  ○小項目 3-(1)-3「【教育における社会連携】初等・中等教育に対する支援体制を確

立・強化するとともに，高等教育，生涯学習に対する社会及び市民の多様なニー

ズに応える」の分析 

 

  計画３-１「127 社会人のリカレント教育や生涯教育に対応するための社会人受入れ

態勢の整備，市民開放科目の開設，公開講座・市民講座の質的向上を進め，市民へ

の情報サービスを向上させる」に係る状況  

 文化教育学部と佐賀県教育委員会との連携協定に基づく地域における教員養成・

研修の支援体制，佐賀県立致遠館高等学校の SSH（スーパーサイエンスハイスクー

ル）事業への指導協力体制を整えた（【小項目 1-（1）-10】計画 10-２参照）。ま

た，市民が科目等履修生として継続して履修する場合は検定料及び入学料を徴収せ

ず，高等学校等と協定を結んだ場合は授業料等の減免が可能となるよう科目等履修

生規程を改正するとともに，公開講座の受講料引下げを行った（【小項目 1-（1）

-10】計画 10-３参照），公開講座の受講料引下げを行った(前記資料 3-(1)-2-１

[2]参照)。公開講座は延べ 65 件，夜間開講授業については平成 19 年度に 22 科目

を開講し，生涯学習サービスを充実させた（【小項目 1-（1）-10】計画 10-２参

照）。さらに，「佐賀大学デジタルコンテンツ・クリエーター育成プログラム」に

よる社会人学び直し事業に取り組んだ（【小項目 1-（1）-10】計画 10-２参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前記資料参照 

・50 頁，【小項目 1-（1）-10】計画 10-２，資料・データ番号 10-２-①：「文化教育

学部と佐賀県教育委員会との連携協定書」 

・53 頁，【小項目 1-（1）-10】計画 10-３，資料・データ番号 10-３-①：「科目等履

修生規程」 

・52 頁，【小項目 1-（1）-10】計画 10-２，資料・データ番号 10-２-④：「平成 19

年度における夜間開講授業の開講状況（経済学科研究科）」 

・51 頁，【小項目 1-（1）-10】計画 10-２，資料・データ番号 10-２-③：「リフレッ

シュ教育の実施状況を示すデータ」 

・ 229 頁，資料 3-(1)-2-１[2]：国立大学法人佐賀大学料金規程 

資料・データ番号３－１－①：佐賀県立致遠館高等学校のＳＳＨ事業の研究組織図

（別添資料：43 頁） 
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資料 3-(1)-3-１[2]：文化教育学部と佐賀県教育委員会との連携・協力事業一覧 

 

出典）平成 19 年度第 2 回佐賀大学文化教育学部と佐賀県教育委員会との連携・協力協議会会議資料 
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  b）「小項目 3-（1）-3」の達成状況 
   （達成状況の判断） 目標の達成状況が良好である 

   （判断理由） 

 計画１-１の状況が示すように，初等・中等教育への支援体制を整備し，協力を

行っている。また，公開講座や生涯学習プログラム「佐賀大学デジタルコンテン

ツ・クリエーター育成プログラム」による生涯教育プログラムの開発など，優れた

成果をあげている。 

 

  ○小項目 3-(1)-4「【教育における社会連携】附属図書館を地域に根ざした生涯学習

の拠点として整備し，研究成果などを提供する」の分析 

  a）関連する中期計画の分析 

  計画４-１「128 附属図書館は，蔵書の貸出，地域の図書館間の横断的検索システム

の構築，公開講座の実施等により，市民への情報サービスを一層充実させる」に係

る状況  

佐賀県立図書館との県内図書館横断検索システムに参加するとともに，佐賀県公

共図書館と佐賀大学図書館間に相互貸借規程を定め，市民への蔵書の貸出を行った。

図書館月間には，市民向け公開講座として「『ティファニーで朝食を』を原書で読

む会」，「佐賀の人づくり」をテーマとした講演会などの文化講演会，公開セミナ

ー，ミニ企画展を開催し，市民向け情報サービスとして情報検索講習会及び図書館

利用案内を開催した（【小項目 1-（3）-3】計画３-３，【小項目 1-（3）-5】計画

５-１参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前記資料参照 

・126 頁，【小項目 1-（3）-3】計画３-３，資料・データ番号３-３-②：図書館月間

の開催状況 

・130 頁，【小項目 1-（3）-5】計画５-１，資料・データ番号５-１-②：「佐賀大学

電子図書館による貴重書コレクションの公開」 
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資料 3-(1)-4-1[1]：佐賀県内図書館横断検索システム 

出典）佐賀大学附属図書館「佐賀県内図書館横断検索システム」（http://www.lib.saga-u.ac.jp/） 
 
資料 3-(1)-2-1-②：佐賀県公共図書館と佐賀県大学図書館間の相互貸借規程（別添資料：

42 頁） 

資料 3-(1)-4-1[3]：市民への蔵書貸出の回数 
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出典）教育活動等調査報告書の資料番号Ｂ-１-②-１ 

資料 3-(1)-4-1[4]：公開講座等に参加した市民の数 
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出典）教育活動等調査報告書の資料番号Ｂ-１-②-２  
注１）学外者の参加状況が判明しているケースのみ  
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資料 3-(1)-4-1[5]：市民向け公開講座「『ティファニーで朝食を』を原書で読む会」

に関する資料 

 
出典）佐賀大学附属図書館報「ひかり野」No.31,5 頁  

資料 3-(1)-4-1[6]：「情報検索講習会」に関する資料 

出典）佐賀大学附属図書館報「ひかり野」No.31,10 頁  
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  計画４-２「129 附属図書館に地域資料を収集し，地域文化交流協定の締結を進め

る」に係る状況  

小城市教育委員会との地域文化交流協定を更新するとともに，貴重資料・地域

貢献専門委員会を設置し，絅堂遺稿（鍋島直彬漢詩集）等の地域資料の収集，岡

本基金を活用した俳諧関係資料「大内文庫」，古医書関係資料「洋学資料コレク

ション」などの地域資料（831 点）の購入を行い，貴重図書室に配架した（【小

項目 1-（3）-3】計画３-１及び計画３-３参照）。また，小城桜城館との共催に

よる「小城鍋島家の近代展」への所蔵資料の貸出など，生涯学習の場や研究成果

を地域に提供した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  b）「小項目 3-（1）-4」の達成状況 

   （達成状況の判断） 目標の達成状況が良好である 

  （判断理由） 

 計画２-１，計画２-２の状況が示すように，附属図書館への地域資料の収蔵及び

企画展の開催に取り組み，地域の基礎自治体との協定締結を進め，地域における生

涯学習の拠点としてサービス体制を充実させている。 

 

  ○小項目 3-(1)-5「【研究における社会連携】研究の質的向上と社会貢献推進のため

に，産業界及び地域と緊密に連携する」の分析 

  a）関連する中期計画の分析 

  計画５-１「131 各種学外組織（特に，地域の自治体，民間企業・団体）との連携に

基づく研究を推進する」に係る状況 

産学官連携推進機構の科学技術共同開発部門は，大学の研究者の産学官連携の窓

口業務を担当すると共に，新たな支援機能としてリエゾン機能を整備・強化し，産

学官連携を実践する仕組みとして「佐賀大学ビジネスコミュニティネットワーク

前記資料参照 

・121 頁，【小項目 1-（3）-3】計画３-１，資料・データ番号３-１-①：「佐賀大学

附属図書館選書専門委員会要項」 

・122 頁，【小項目 1-（3）-3】計画３-１，資料・データ番号３-１-④：「貴重書等

の収蔵状況（平成 19 年度現在）」 

・126 頁，【小項目 1-（3）-3】計画３-３，資料・データ番号３-３-②：「図書館月

間の開催状況（平成 16～19 年度）」 

資料 3-(1)-4-2[1]：附属図書館所蔵文庫「小城鍋島文庫」の地域への貸出状況 

年 度 催 事 

平成 17 年度 ・「小城鍋島家の近代展」（小城市教育委員会との共催） 

平成 18 年度 
・「成立期の小城藩と藩主たち」（小城市教育委員会との共催） 
・「幕末佐賀の医師と医学」（地域学歴史文化研究センター） 

出典）佐賀大学附属図書館自己点検評価報告書 17 頁 

 

資料 3-(1)-4-2[2]：地域の基礎自治体との相互協力協定 

締結先 締結年月日 

佐賀県佐賀市 平成 19 年 11 月 29 日 

佐賀県唐津市 平成 18 年 10 月 21 日 

佐賀県鹿島市 平成 18 年 7 月 19 日 

佐賀小城市 平成 17 年 12 月 20 日 

佐賀県有田町 平成 17 年 4 月 25 日 

出典）佐賀県佐賀市との相互協力協定書，佐賀県唐津市との相互協力協定書，佐賀県鹿島市との相

互協力協定書，佐賀県小城市との相互協力協定書 
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（Saga university Business Community &network = SBC）」を構築し（資料3-

(1)-5-1[1]）,大学の研究成果を社会的経済的価値に結びつける取組を推進した

（資料3-(1)-5-1[2]）。その成果として，以下のような共同研究が進められている

（資料3-(1)-5-1[3]）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  計画５-２「134 学外の研究者が総合分析実験センター等の分析機器類を活用できる

システムの構築を図る」に係る状況 

 学外からの依頼に応じて総合分析実験センター設置機器を用いて分析等を行う

「受託試験」の運用を開始した。また，同センターHP 上で利用可能な機器を公開

し，外部からの検索を可能にした（資料 3-(1)-5－2[1,2]）。 

 

資料 3-(1)-5－1[2]：佐賀大学ビジネスコミュニ
ティネットワークの総括報告（平成 19 年度） 

 

資料 3-(1)-5－1[1]：佐賀大学ビジネス
コミュニティネットワーク  

 

資料 3-(1)-5－1[3]：平成１８年度企業共同研究（抜粋）【出典：SBC ホームペ

ージ，共同研究・受託研究＞平成 18 年度共同研究一覧】 

番号 学部 研究担当者 企業 

1 
有明海総合研究プ

ロジェクト 
小林元太 

（独）産業技術 

総合研究所 

研究題目 バイオブタノールの膜分離に関する研究 

番号 学部 研究担当者 企業 

2 医学部 高崎光浩 木村情報技術株式会社 

研究題目 

遠隔地医療従事者間におけるコミュニケーションツール及び distance-

less e ラーニング支援のためのインターネットテレビ会議システム

3eConference の活用 
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  計画５-３「135 地域住民・市民と大学との地域連携研究を推進し，新たに「地域

学」を創出する」に係る状況 

 地域貢献推進室と高等教育開発センターの連携事業「地域創成学生参画教育プロ

グラム」を発足させ（資料 3-(1)-5-3），伊万里市・佐賀市・唐津市・鹿島市との

間で教育モデル事業を展開した（211 頁，資料 2-(2)-7-5[1]「かささぎネットワー

ク」参照）。また平成 18 年度に設置された地域学歴史文化研究センターを中心と

して，「佐賀学」創出に向けた教育研究活動を推進した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資 料 3-(1)-5－ 2[1]： 受託 試験 案内【 出
典：総合分析実験センターホームページ】 

 

資料 3-(1)-5－ 2[2]：受託試験の手続き案
内【出典：総合分析実験センターホームペー
ジ】 

資料 3-(1)-5-3：地域創成学生参画教育プログラム【出典：貢献推進室報告書 18 年 Vol 5, p19】 
 

5 大学教育のサテライトネットワーク構築による地域創成学生参画教育プログラム 
 

この事業は大学教育を通した地域との協働による地域貢献事業でもあり、教育による地域創成事業と
して位置づけられる。 
 本モデル事業の６プログラムは以下の通りである。 

① 空き店舗活用による中心「市街地再生」プログラム： 
佐賀市内に設置している佐賀大学サテライト「ゆっつら～と館」において、まちづくり活動

のノ ウハウを生かし、逐次、空洞化の進む中心市街地に働きかける授業を取り入れ、市街地の
再生を教材化する。 

② 棚田復田による「農村再開発」プログラム： 
耕作放棄地となった棚田を復田し、そこでの有機栽培実験と農業体験学習を推進し、資源循

環型地域創成教育モデルを構築する。 
③ 「資源循環」型コミュニティ創成プログラム： 

生ごみの堆肥化と、それを活用した有機農産物のブランド化と直売所の運営による地産地消を
推進する。 

④ 未来の地域を支える「子供の居場所」創成プログラム： 
子供の居場所作りの観点から、フレンドシップ事業や放課後チューター事業などを企画し、子

育て支援に関する地域との連携教育システムを構築する。 
⑤ 森－川－海を結ぶ「環境教育」のネットワーク構築による地域再生支援プログラム： 

森林と有明海の干潟をフィールドとした初等・中等教育一貫の環境教育カリキュラム開発の
実証的研究を推進する。 

⑥ 地域創成「IT 情報システム」開発プログラム： 
各サテライトのネットワーク化とアーカイブスによる教材作成の支援とその公開を推進する。 
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  計画５-４「136 社会が要請する研究分野を担当する文理融合型の研究センター設置

を目指す」に係る状況 

    重点研究プロジェクト「文系基礎学研究」を発展させ，医学史の分野等を融合

した「佐賀大学地域学歴史文化研究センター」を設置し（資料 3-(1)-5－4[1]），

「佐賀学（地域学）」の研究に着手した。その成果として，『小城鍋島藩と島原

の乱－小城鍋島文庫に見る－』，『小城鍋島家の近代』，『成立期の佐賀藩と藩

主たち』，外交流と小城の洋学－小城鍋島文庫にみる－』，『小城鍋島文庫目録

近代文書編』，『市場直次郎コレクション目録』等の図録資料集の出版や小城市

教育委員会と共催で展示会及び講演会を開催するなど，地域と密着した研究成果

があがっている（資料 3-(1)-5－4[2]）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  b）「小項目 3-(1)-5」の達成状況 

   （達成状況の判断） 目標の達成状況が良好である 

  （判断理由） 

    計画５-１から計画５-４の各実施状況が示すとおり，産学連携，地域連携が順

調に進展しており，かかる連携を通じて研究活動の活性化が良好に行われたと判断

した。 

 

 

 

 

 

 

 

資料 3-(1)-5－ 4[1]：地域学歴史文化
研究センター組織図【 出 典 ： ホ ー ム ペ ー

ジ】 

資料 3-(1)-5－ 4[2]：『成立期の小城藩と藩主た
ち』 
 
「成立期の佐賀藩と藩主たち」 

                  平 成 １８（２００６）年 １０月 １３日 発 行  
 ＜目 次 ＞ 

 はじめに 

 凡 例  
 目 次  

 図 版  

 論 考  
  成 立 期 の小 城 藩 について 

                 伊 藤 昭 弘  

  小 城 鍋 島 家 における家 臣 団 の 
  由 緒 について    野 口 朋 隆  

  鍋 島 直 能 の学 術 と文 芸  

               大 庭 卓 也  
 図 版 解 説  

 史 料 編  

  １、泰 盛 院 様 御 代 御 書 附  
  ２、元 茂 公 御 代 御 政 事 之 部  

  ３、諸 色 御 遣 方 目 安  

  ４、郡 奉 行 掟  
  ５、諸 役 人 勤 格 式 帳 渡 シ方  

  ６、郡 奉 行 勤 格 式  

  ７、小 城 市 立 歴 史 資 料 館 収 蔵 文 書  
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 本 書 は、平 成 １８年 １０月 ６日 に開 館 した本 センターが、その目 的 を

達 す るために開 催 す る、 小 城 市 教 育 委 員 会 との共 同 企 画 展 にあわ
せて発 行 された。カラー写 真 による史 料 も充 実 しており、成 立 期 の小

城 藩 とその藩 主 たちの姿 を考 察 する大 変 有 益 な史 料 である。 
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  ○小項目 3-(1)-6「【研究における社会連携】行政機関，産業界からの共同研究・委

託研究・受託研究を積極的に受入れ，大学の研究を活性化させる」の分析 

  a）関連する中期計画の分析 

  計画６-１「132 共同研究，受託研究，委任経理金及び提案公募型資金の獲得，共同

研究に伴う 社会人客員研究員及び外国人客員研究員の受入に努める」に係る状況 

前述の計画２-１による共同研究・受託研究の受け入れ（185 頁，資料 2-(1)-2-

1[3]）および計画４-５による客員研究員および共同研究員の受入（204 頁，資料 2-

(2)-4-5）は，ともに増加しており，委任経理金及び提案公募型資金等の外部資金の受

け入れにも努めており（下記資料 3-(1)-6－1），平成 19 年には競争的資金対策室を

設置し，外部資金に関する情報提供・事務的支援の組織体制を整備して研究の活性化

を図っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  計画６-２「133 海洋エネルギー研究センター，低平地研究センター，海浜台地生物

環境研究センター，シンクロトロン光応用研究センター，ベンチャー・ビジネス・

ラボラトリー，地域経済研究センター，科学技術共同開発センター，医学部附属病

院地域医療科学教育研究センター等において，共同研究を活性化し，成果を地域へ

還元する」に係る状況 

    各センターは，民間企業，産業界，自治体，国内外の大学との共同研究ないし研

究協力・連携を活性化し（前記資料 2-(1)-2-1[3]），研究成果を創出・公表して

おり（前記資料 2-(2)-11-2），大学の研究を活性化させるとともに，成果を地域

へ還元している。 

 

 

前記資料参照 

・185 頁，資料 2-(1)-2-1[3]：年度別共同研究・受託研究数 

・222 頁，資料 2-(2)-11-2：各研究センターにおける共同研究成果の推移 

資料 3-(1)-6－1：外部資金受入状況調(H15-H19) 
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  b）「小項目 3-(1)-6」の達成状況 

   （達成状況の判断） 目標の達成状況が良好である 

   （判断理由） 

    計画 3-(1)-1 および 3-(1)-2 の状況から，外部との共同・連携による着実な研

究の推進により，研究の活性化と研究成果の還元が良好に行われていると判断した。 

 

  ○小項目 3-(1)-7「【研究における社会連携】教職員の研究成果の特許化と積極的な

公開利用により，企業の技術開発や新産業創出のための環境を整備する」の分析 

  a）関連する中期計画の分析 

  計画７-１「131 各種学外組織（特に，地域の自治体，民間企業・団体）との連携に

基づく研究を推進する」に係る状況 

    計画５-１（239 頁）に同じ。産学官連携推進機構の「佐賀大学ビジネスコミュ

ニティネットワーク（SBC）」を通じて，地域の自治体，民間企業，団体との連

携・共同研究を進めるとともに，研究成果の特許化と技術移転が積極的に行われて

いる（資料 2-(1)-5-2[3]）。 

 

 

 

 

  計画７－２「133 海洋エネルギー研究センター，低平地研究センター，海浜台地生物

環境研究センター，シンクロトロン光応用研究センター，ベンチャー・ビジネス・

ラボラトリー，地域経済研究センター，科学技術共同開発センター，医学部附属病

院地域医療科学教育研究センター等において，共同研究を活性化し，成果を地域へ

還元する。」に係る状況 

計画６-２（243 頁）に同じ。各センターは，企業・産業界，自治体ならびに他

大学との共同研究・研究協力を進め，特許出願を行うとともに，特許・技術のライ

センスを行ってきている。また，特許・研究成果をシーズ 100 展等において積極的

に公開している（資料 3-(1)-7-2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前記資料参照 

・193 頁，資料 2-(1)-5-2[3]：年度別知的財産出願登録・技術移転状況 

資料 3-(1)-7-2：首都圏シーズ 100 展＆東京オフィス移転記念 
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  b）「小項目 3-(1)-7」の達成状況 

   （達成状況の判断） 目標の達成状況がおおむね良好である 

   （判断理由） 

計画７-１および計画７-２の状況から，研究成果の特許化・ライセンスが順調

に行われており，知的財産の利活用のための環境整備が図られていると判断した。 

 

  ○小項目 3-(1)-8「【教育における国際連携】実績を積重ねてきた外国人留学生教育

を本学の重要施策と位置づけ，留学生受入れをさらに拡大するとともに，留学生

の生活・修学支援の質的向上を図る」の分析 

  a）関連する中期計画の分析 

  計画８-１「137 英語版のホームページを充実し，優秀な留学生の確保・受入に努め

る」に係る状況  

佐賀大学ホームページ（English Version），海外からの留学希望者がアクセス

するアドミッションセンター入試課（For International Students）を更新し，

「Admissions」，「Campus Life」に入試手続き，奨学金，ガイドブックなど，本

学の留学生受入れ体制の情報を掲載した。また，留学生センターのホームページに

「Japanese Programs」，「Consulting & Advising Hours」などを掲載して優秀な

留学生の確保・受入に努め，留学生の数が平成 16 年度の 300 人から平成 19 年度の

332 人に増えた。 
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資料 3-(1)-8-１[1]：佐賀大学のホームページ（English Version） 

出典）佐賀大学「English Version」 
（http://www.saga-u.ac.jp/english/index.html） 

 

資料 3-(1)-8-１[2]：佐賀大学のホームページ（To the Examinee） 

 
出典）佐賀大学「To the Examinee」 

（http://www.sao.saga-u.ac.jp/englishHP/nyusi.top.english.htm） 
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資 料 3-(1)-8- １ [3]： 佐 賀 大 学 留 学 生 セ ン タ ー の ホ ー ム ペ ー ジ （ Consulting & 

Advising Hours） 

 

出典）佐賀大学留学生センター「留学生生活」（http://www.isc.saga-u.ac.jp/Jpns_Eng.html） 
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資料 3-(1)-8-１[4]：佐賀大学留学生センターのホームページ（Japanese Programs） 

 

出 典 ） 佐 賀 大 学 留 学 生 セ ン タ ー 「 Japanese Programs 」 （ http://www.isc.saga-
u.ac.jp/curriculum2.htm） 

 

資料 3-(1)-8-１[5]：佐賀大学における留学生数の受入状況 

外国人受け入れの現状
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出典）冊子 ICN の「外国人受け入れの現状（佐賀県）」 
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  計画８-２「138 短期留学プログラム，国際環境科学特別コース（英語特別コース）

を充実し，学部及び大学院における英語による講義の充実を図る」に係る状況 

短期留学プログラム等による外国人留学生を平成 19 年度は 20 人受入れ，各学部

において英語による授業を開講した。また，国際環境科学特別コースを充実させた

地球環境科学特別コースにおいて英語授業科目を開講し，平成 19 年度は 33 科目の

英語授業科目を開講するとともに，14 人の留学生を受入れに取り組んだ（【小項

目 1-（3）-9】計画９-４，【小項目 3-（1）-8】計画８-１参照）。 

 

 

 

 

資料 3-(1)-8-２[1]：短期留学プログラム（SPACE）の概要 

出典）小冊子『SPACE』3,4 頁 

 

資料 3-(1)-8-２[2]：短期留学プログラム（SPACE）による留学生の受入状況 
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出典）教育活動等調査報告書の資料番号４-２-②-１ 
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  計画８-３「139 留学生支援基金の整備，生活支援セクションの設置，民間との協力

による留学生寄宿舎の増設等に全学的に取り組む」に係る状況 

 佐賀大学国際交流基金を始めとし,私費外国人留学生等の奨学金受給者数の資料

が示すように，私費外国人留学生へ奨学金支援を行っている。留学生センターの留

学生教育研究部門が，修学・生活・異文化交流相談の時間を設定し，チューター制

度を活用した生活支援などに取り組んだ。また，国際交流会館以外に，NPO 法人

「国際下宿屋」や同窓会との連携により，留学生用寄宿舎（単身者 57 人，世帯等

17 組）を確保した（【小項目 1-（4）-2】計画２-３参照）。 

 

 

 

 

 

資料 3-(1)-8-２[3]：地球環境科学特別コースによる留学生の受入状況 
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農学研究科（修士課程）

 
出典）教育活動等調査報告書の資料番号４-２-②-２ 

前記資料参照 

・151 頁，【小項目 1-（3）-9】計画９-４，資料・データ番号９-４-①：「地球環境

科学特別コースの開講科目」 

・151 頁，【小項目 1-（3）-9】計画９-４，資料・データ番号９-４-②：「地球環境

科学特別コースの履修状況」 

・248 頁，資料 3-(1)-8-１[5]：「佐賀大学における留学生数の受入状況」 

 

前記資料参照 

・160 頁，【小項目 1-（4）-2】計画２-３，資料・データ番号２-３-①：「国際下

宿屋等の留学生用宿舎の斡旋又は確保状況」 

・161 頁，【小項目 1-（4）-2】計画２-３，資料・データ番号２-３-③：「私費外国

人留学生等の奨学金受給者数」 

・162 頁，【小項目 1-（4）-2】計画２-３，資料・データ番号２-３-④：「チュータ

ーの実施状況の推移」 
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  計画８-４「142 国際的学術交流を推進する」に係る状況 

 佐賀大学国際貢献推進室の設置により，国際的な学術交流の体制を整備し，キン

グモンクット技術大学ソンブリ校 （タイ王国），ノンラム大学（ベトナム），ユ

アンペイ大学（台湾）等との間に学術交流協定（大学間 59 件，学部間 67 件）を締

結した（【小項目 1-（1）-11】計画 11-１参照）。また，国際パートナーシップ・

プログラム，地球環境科学特別コースにおける英語の授業により，留学生の修学支

援を行い，留学生による原著論文，研究発表等の国際的学術交流の成果が，平成

19 年度は 16 件となった（151 頁，【小項目 1-（3）-9】計画９-４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 3-(1)-8-3：佐賀大学国際交流会館規程（抜粋） 

 

資料 3-(1)-8-4[1]：国立大学法人佐賀大学国際貢献推進室設置要項（別添資料：４

４頁） 

資料 3-(1)-8-4[2]：留学生による研究活動状況（平成 19 年度） 
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出典）教育活動等調査報告書の資料番号６-１-②-３ 

前記資料参照 

・58 頁，【小項目 1-（1）-11】計画 11-１，資料・データ番号 11-１-①：「国際的

な学術・技術交流の協定」 
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  計画８-５「143 技術研修，教育研修等を企画し，研修生を積極的に受け入れる」に

係る状況 

  平成 16，17 年度に JICA 事業による研修「インドネシア情報技術及び高等教育

行政」を実施し、それぞれの年度に 12 人の研修生を受け入れた。また、平成 19 年

度には同事業による研修「インドネシア遠隔教育コンテンツ開発」を実施し、14

人の研修生を受け入れた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  計画８-６「144 本学を終了し，帰国した留学生との連携・交流システム（ネットワ

ーク）を構築する」に係る状況 

留学生センターを中心に，佐賀大学を卒業した留学生同士及び本学と既卒留学の

交流と親睦を深めることにより，情報交換や連携協力を促すためのネットワークの

整備を進めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 3-(1)-8-5[1]：JAICA 国別特設インドネシア「高等教育行政と情報技術」研修受

入れ 

研修名 
16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 

実施期間 人数 実施期間 
人
数

実施期間 人数 実施期間 人数

ｲﾝﾄﾞ ﾈｼ ｱ情報技術及び高等教
育行政 

16.10.４～
10.22 

12
17.10.3～

10.22 
12 実施なし   

ｲ ﾝ ﾄ ﾞ ﾈｼ ｱ遠隔教育コンテンツ
開発 

 
19.9.10～

9.28 
14

出典）国際貢献推進室ホームページ「受入・派遣と採択状況」 

資料 3-(1)-8-6[1]：佐賀大学帰国留学生等ネットワーク構築ワーキンググループ要項 

   佐賀大学帰国留学生等ネットワーク構築ワーキンググループ要項 
（平成２０年６月２４日留学生センター運営委員会承認） 

  
 （設置） 
第１ 佐賀大学留学生センター運営委員会に，佐賀大学留学生センター規則（平成１６年４

月１日制定）第１４条の規定に基づき，佐賀大学帰国留学生等ネットワーク構築ワーキン
ググループ（以下「ワーキンググループ」という。）を置く。 

 
 （目的） 
第２ ワーキンググループは，各国・地域に在住する佐賀大学（以下「本学」という。）を

卒業又は修了し帰国した留学生等（以下「帰国留学生等」という。）の，部局を越えたネ
ットワークを構築することにより，帰国留学生等相互の交流と親睦を深めるとともに，本
学と帰国留学生等の情報交換や連携協力を図り，もって本学の発展と学術の振興に，国際
的に貢献することを目的とする。 

 
 （業務） 
第３ ワーキンググループは，次に掲げる業務を行う。 
 (1) ネットワークの構築に関すること。 
 (2) 帰国留学生等の活動状況調査に関すること。 
 (3) 各国・地域のネットワーク構築に係る連絡調整に関すること。 
 (4) その他ネットワーク構築に関すること。 
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  b）「小項目 3-(1)-8」の達成状況 

   （達成状況の判断） 目標の達成状況が良好である 

   （判断理由） 

計画８-１～計画８-６の状況が示すように，短期留学プログラム，地球環境科学

特別コース等により留学生の受入れが拡大し，国際的な学術交流の締結，NPO 法人

と連携して留学生宿舎の確保に取り組むなど，留学生の生活・修学支援において成

果が上がっている。 

 

  ○小項目 3-(1)-9「【教育における国際連携】学術交流協定校との連携を強化し，日

本人学生の派遣数を増大させる」の分析 

  a）関連する中期計画の分析 

  計画９-１「140 海外語学研修及び短期学生派遣プログラムを推進する」に係る状況 

 学術交流協定校への学生派遣，短期留学生派遣プログラム，国際パートナーシッ

プ・プログラムなど，本学の日本人学生の短期海外派遣を推進し，学術交流協定校

は平成 16 年度以降，39 件増え，平成 19 年度の派遣数は平成 16 年度に比して延べ

4 人の増加となった（【小項目 1-（1）-11】計画 11-１，【小項目 3-（1）-8】計

画８-２参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前記資料参照 
・58 頁，【小項目 1-（1）-11】計画 11-１，資料・データ番号 11-１-①：「国際的な学

術・技術交流の協定」 
・ 249 頁，【小項目 3-（ 1） -8】，資料 3-（ 1） -8-２ [1]：「短期留学プログラム

（SPACE）の概要」 
・ 249 頁，【小項目 3-（ 1） -8】，資料 3-（ 1） -8-２ [2]：「短期留学プログラム

（SPACE）による留学生の受入状況」 
・250 頁，【小項目 3-（1）-8】，資料 3-（1）-8-２[3]：「地球環境科学特別コースに

よる留学生の受入状況」 

資料 3-(1)-9-１[1]：学術交流協定校への派遣状況 
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出典）教育活動等調査報告書の資料番号５-１-②-２ 
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  計画９-２「141 本学学生の派遣地域の拡大と派遣数の増加を図る」に係る状況 

 大学・学部間の学術交流協定はアジア圏を中心に拡大し，大学間の協定締結先は

平成 16 年度の 13 ヶ国から 19 年度の 17 カ国，学内共同教育研究施設による協定締

結先は２ヶ国から５カ国まで拡大した（【小項目 1-（1）-11】計画 11-１参照）。

また，大学教育の国際化推進プログラム「海外長期留学支援事業」への応募（3 名

が採用），日本学生支援機構の第二種奨学金（短期留学）の情報提供（1 名受給）

などにより，本学学生の海外派遣数の増加を図り，平成 19 年度の派遣数は平成 16

年度に比して延べ 4 人増加した（計画９-１，【小項目 1-(4)-2】計画２-３参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  計画９-３「142 国際的学術交流を推進する」に係る状況 

 佐賀大学国際貢献推進室の設置により，国際的な学術交流の体制を整備し，キン

グモンクット技術大学ソンブリ校（タイ王国），ノンラム大学（ベトナム），ユア

ンペイ大学（台湾）等との間に学術交流協定（大学間 59 件，学部間 67 件）を締結

した（【小項目 3-（1）-8】計画 8‐4，【小項目 1-（1）-11】計画 11-１参照）。

また，国際パートナーシップ・プログラム，地球環境科学特別コースにおける英語

の授業により，留学生の修学支援を行い，留学生による原著論文，研究発表等の国

際的学術交流の成果が，平成 19 年度は 16 件となった（【小項目 1-（1）-11】計

画 11-１，【小項目 1-（3）-9】計画９-４，【小項目 3-(1)-8】８-４参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  b）「小項目 3-(1)-9」の達成状況 

   （達成状況の判断） 目標の達成状況が良好である 

   （判断理由） 

計画９-１～計画９-３の状況が示すように，学術交流協定校を増大させるととも

に，短期留学生派遣プログラム，国際パートナーシップ・プログラム等により，日

本人学生の派遣に積極的に取り組み，成果をあげている。 

前記資料参照 
・58 頁，【小項目 1-（1）-11】計画 11-１，資料・データ番号 11-１-①：「国際的な学

術・技術交流の協定」 
・253 頁，【小項目 3-（1）-9】計画９-１，資料・データ番号９-１-①：「学術交流協

定校への派遣状況」 
・161 頁，【小項目 1-(4)-2】計画２-３，資料・データ番号２-３-③：「私費外国人留学

生等の奨学金受給者数」 

前記資料参照 
・251 頁，【小項目 3-（1）-8】計画８-４，資料・データ番号８-４－①：「国立大学法

人佐賀大学国際貢献推進室設置要項」（別添資料：44 頁） 
・58 頁，【小項目 1-（1）-11】計画 11-１，資料・データ番号 11-１-①：「国際的な学

術・技術交流の協定」 
・60 頁，【小項目 1-（1）-11】計画 11-１，資料・データ番号 11-１-②：「国際パート

ナーシップ・プログラムの取組状況」 
・151 頁，【小項目 1-（3）-9】計画９-４，資料・データ番号９-４-①：「地球環境科学

特別コースの開講科目」 
・151 頁，【小項目 1-（3）-9】計画９-４，資料・データ番号９-４-②：「地球環境科学

特別コースの履修状況」 
・251 頁，【小項目 3-(1)-8】計画８-４，資料・データ番号８-４-②：「留学生による研

究活動状況（平成 19 年度）」 
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  ○小項目 3-(1)-10「【研究に関する国際連携】国際会議，シンポジウム等での発表

を一層拡充する」の分析 

  a）関連する中期計画の分析 

  計画 10-1「145 国際共同研究，学術交流シンポジウム等を推進し，共同研究者の受

け入れ及び派遣を拡充する」に係る状況 

平成 16 年度に設置された国際貢献推進室を中心に，共同研究者の受け入れ及び

派遣の拡充に取り組み，外国人特別研究員，外国人招へい研究者などの採用が得ら

れ，平成１７年度には「海外先進教育研究実践支援プログラム」に４名が採択され

た（資料 3-(1)-10-1）。また，海外との学部間協定や研究者間の交流を通じて多

くの国際シンポジウムや学術交流シンポジウム等を開催し（257 頁，資料 3-(1)-

11-1 参照），研究者の交流を推進した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  計画 10-2「147 国際交流基金を平成 18 年度までに創設し，若手研究者の渡航援助を

行う」に 係る状況 

 平成 18 年度に，それまでの佐賀大学学術振興事業基金（旧佐賀大学）及び佐賀

大学医学部学術国際交流基金を統合し，佐賀大学国際交流基金を創設した。これに

より，大学院生を含む若手研究者の渡航援助，外国人研究者の招へい支援，私費留

学生の奨学金助成など，下記資料 3-(1)-10-2 に示すようなの支援を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 3-(1)-10-1:佐賀大学と学術交流協定校間 研究者の派遣・受入実績【出典：国

際貢献室ＨＰ，受入・派遣と採択状況】 

対象大学等地域 
16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 

派遣人数 受入人数
派遣人

数 
受入人数 派遣人数受入人数 派遣人数 受入人数

アジア 280 10 276 50 79 68 110 44 

北米 145 4 136 4 2 0 2  

ヨーロッパ 159 2 95 13 0 6 3 1 

アフリカ 5 0 3 0 0 0   

オセアニア 18 0 20 0 1 0 2  

合計 607 16 530 67 82 74 117 45 

資料 3-(1)-10-2：佐賀大学国際交流基金による支援事業実施状況【出典：佐賀大学国際交流基

金事業集計表】 

支援事業 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 

派遣者助成 7 件 9 件  5 件 12 件 

招へい事業 2 件 2 件  2 件 3 件 

私費留学生奨学金助
成 

2 件 4 件  28 件 17 件 

総事業経費 2,167,814 円 3,204,514 円  7,821,971 円 7,062,380 円 

 （注）16・ 17 年度は，旧佐賀大学医学部学術国際交流基金  
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  計画 10-3「148 外国人教員の積極的任用を図る」に係る状況 

 下記のように外国籍教員を各部局に配置し，教育研究の国際化を図っている。特

に，平成 18 年度から英語ネイティブ・インストラクターとしての教員５名を留学

生センターに配置することにより，留学や国際会議・シンポジウム等での発表に必

要な国際コミュニケーション能力の育成体制を強化した（資料 3-(1)-10-3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  b）「小項目 3-(1)-10」の達成状況 

   （達成状況の判断） 目標の達成状況がおおむね良好である 

   （判断理由） 

   計画 10-1 から計画 10-3 の状況から，国際会議，シンポジウム等での発表を拡

充する取り組みがなされており，相応の成果が上がっていることから，目標の達成

状況がおおむね良好であると判断した。 

 

  ○小項目 3-(1)-11「【研究に関する国際連携】海外の大学・機関，とりわけ学術協

定校・研究機関と地域性のあるユニークな分野での国際共同研究を推進し研究の

質的向上を図る」の分析 

  a）関連する中期計画の分析 

  計画 11-1「145 国際共同研究，学術交流シンポジウム等を推進し，共同研究者の受

け入れ及び派遣を拡充する」に係る状況 

    各学部・研究科および研究センター等において，国際共同研究の実施，学術交流

シンポジウム等の開催（資料 3-(1)-11-1 [1]）を推進し，それらをとおして共同

研究者の受け入れ及び派遣の拡充を図った。 

 

 

資料 3-(1)-10-3：外国人教員の在籍数及び全教員に占める割合【出典：人事課集計】 

配置部局等 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 

文化教育学部 4 人 4 人 4 人 4 人 

経済学部 2 人 3 人 3 人 3 人 

医学部 3 人 3 人 4 人 4 人 

農学部 0 人 0 人 0 人 0 人 

理工学部 6 人 5 人 6 人 4 人 

研究センター等 4 人 6 人 6 人 8 人 

合   計 19 人 21 人 23 人 23 人 

全教員に占める割合 2.78％ 3.06％ 3.29％ 3.32％ 
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資料 3-(1)-11-1[1]：国際交流シンポジュウム開催状況【出典：国際貢献室 HP】 

平成 16 年度  

実施部局名 開催日 学会・シンポジューム タイトル 
低 平 地 研 究 セ
ンター 

平成 16 年 9
月 1-3 日 低平地に関する国際シンポジウム(ISLT2004) 

医学部 
平成 16 年
10 月 31 日-
11 月 3 日 

1st Asia-Pacific International Peptide Symposium/41st 
Japanese Peptide Symposium. 

シ ン ク ロ ト ロ
ン 光 応 用 研 究
センター 

平成 16 年
12 月 14 日 

Joint Seminar between Institute of Composite Materials, 
Shanghai Jiaotong University and Saga University 
Synchrotron Light Application Center on Material Science 
and Synchrotron Light -2004 

シ ン ク ロ ト ロ
ン 光 応 用 研 究
センター 

平成 16 年
12 月 15 日 

Joint Seminar between Shanghai Institute of Applied
Physics and Saga University on Synchrotron Light 
Applications -2004 

シ ン ク ロ ト ロ
ン 光 応 用 研 究
センター 

平成 17 年 3
月 23 日 

Joint Seminar between Saga University Synchrotron Light 
Application Center and State Key Lab of Metal Matrix 
Composites, Shanghai Jiaotong University on Material 
Science and Synchrotron Light -2005 

平成 17 年度 

実施部局名 開催日 学会・シンポジューム タイトル 

理工学部 平成 17 年 4
月 15 日 

第２回佐賀大学・イーストアングレア大学（英国）化学ワークシ
ョップ 

シ ン ク ロ ト ロ
ン 光 応 用 研 究
センター 

平成 17 年 7
月 8 日 

The 1st Joint Seminar between Russian Research Centre 
Kurchatov Institute and Saga University Synchrotron Light 
Application Center 

低 平 地 研 究 セ
ンター 

平成 17 年 9
月 20-23 日 

第 ８ 回 粘 着 性 堆 積 物 の 輸 送 に 関 す る 国 際 会 議 2005 in 佐 賀
(INTERCOH2005 in Saga) 

文化教育学部 平成 17 年
11 月 3 日 日韓台環境紛争処理国際シンポジウム 

シ ン ク ロ ト ロ
ン 光 応 用 研 究
センター 

平成 17 年
11 月 20-22
日 

ｌ nternatinal Symposium on Synchrotron Light Application 
in Advanced Meterials 

海 洋 エ ネ ル ギ
ー 研 究 セ ン タ
ー 

平成 18 年 3
月 27 日 海洋ｴﾈﾙｷﾞｰｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ 2006 

平成 18 年度 

実施部局名 開催日 学会・シンポジューム タイトル 

理工学部 平成 18 年 9
月 4-8 日 

第 10 回高気圧低温プラズマ化学
国際シンポジウム 

理工学部 平成 18 年 9
月 4-8 日 

環境浄化技術に関するポーランド・日本 Hakone グループシンポ
ジ ウ ム  (2006 Polish-Japanese Hakone Group Symposium on 
Non-thermal Plasma Processing of Water and Air) 
＊日本学術振興会援助の 2 国間セミナーで、代表者は佐賀大学、
山部長兵衛。開催は上記と共催の形で開催した。 

低 平 地 研 究 セ
ンター 

平成 18 年 9
月 14-16 日 低平地に関する国際シンポジウム（ISLT2006） 

理工学部 
平成 18 年
11 月 10-13
日 

第４回釜山大学（韓国）・佐賀大学（日本）化学シンポジュウム 

理工学部 平成 18 年
11 月 11 日 

第 4 回 日本（佐賀大学）と韓国（釜山大学）との化学ジョイン
トシンポジウム 

経済学部 平成 18 年
11 月 25 日 

第１６回日韓中国際シンポジウム「労働移動、技術移転とアジア
の経済発展」 

地 域 学 歴 史 文
化 研 究 セ ン タ
ー 

平成 19 年 1
月 28 日 

国際シンポジウム「医療の近代化と歴史研究－日英米比較史の視
座から－」 

シ ン ク ロ ト ロ
ン 光 応 用 研 究
センター 

平成 19 年 3
月 1 日 

Joint Seminar between Saga University Synchrotron Light 
Application Center and State Key Lab of Metal Matrix 
Composites, Shanghai Jiaotong University on Material 
Science and Synchrotron Light -2007 

文化教育学部 平成 19 年 3
月 5 日 

特 別 講 演 会 「 ベ ト ナ ム に お け る 日 本 語 教 育 と 卒 業 生 の 進 路 -
Vietnam National University のケース- 

平成 19 年度 
実施部局名 開催日 学会・シンポジューム タイトル 

海 洋 エ ネ ル ギ
ー 研 究 セ ン タ
ー 

平成 19 年 9
月 13 日 2007 国際ｾﾐﾅｰ 

海 洋 エ ネ ル ギ
ー 研 究 セ ン タ
ー 

平成 19 年 9
月 13 日 海洋ｴﾈﾙｷﾞｰｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ 2007 

経済学部 平成 19 年 9
月 30 日 

国際ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ「ｱｼﾞｱ諸国の経済発展に対する労働力輸出入政策の
影響力」 

シ ン ク ロ ト ロ
ン 光 応 用 研 究
センター 

平成 19 年
12 月 19 日 

Joint Symposium between Institute of Composite Materials, 
Shanghai Jiao Tong University and Saga University 
Synchrotron Application Center on Material Science and 
Synchrotron Light 

理工学部 平成 20 年 1
月 22-24 日 第１回佐賀大学・大邱大学ジョイントセミナー 
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  計画 11-2「146 日本学術振興会海外特別研究員制度，国際交流基金等の各種研究者

支援制度，JICA・JETRO 等への参加制度を積極的に利用し，研究，研修，教育に関

する国際交流を一層進める」に係る状況 

 文部科学省の大学教育の国際化推進プログラム（海外先進研究実践支援，長期海

外留学支援），日本学術振興会の国際学会等派遣事業，国際協力機構による国際協

力機構事業への専門家の派遣事業，国際交流基金等による研究者の派遣（資料 3-

(1)-11-2 [1]）および日本学術振興会の外国人特別研究員，外国人招へい研究者事

業，二国間共同研究事業などによる外国人研究者の受け入れ（資料 3-(1)-11-2 [2, 

3]）に取り組み，平成 19 年度には派遣研究者の数が増加した。また，JICA による

国別研修において，情報技術修得研修をほぼ継続して実施しており，これまでにイ

ンドネシアから総計 38 人の研修生を受入れるなど（資料 3-(1)-11-2 [4]），外部

資金による制度を活用して研究，研修，教育に関する国際交流を進めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 3-(1)-11-2 [1]：外部研究資金による教員等の海外派遣状況一覧【国際貢献室ＨＰ，受

入・派遣と採択状況】 

事業名 
16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 

派遣先 人数 派遣先 人数 派遣先 人数 派遣先 人数

【文部科学省】 

大 学 教 育 の 国 際 化 推 進 ﾌ ﾟﾛ ｸ ﾞ ﾗ ﾑ

(海外先進研究実践支援) 

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ １ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ １ 米国 ２ ﾀｲ 1 

ｵｰｽﾄﾗﾘｱ １ ｵｰｽﾄﾗﾘｱ １   ﾍﾞﾄﾅﾑ 1 

英国 １ 英国 １   ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ １ 

米国 2 米国 １     

同上 

(長期海外留学支援) 

      英国 2 

      ｽﾘﾗﾝｶ 1 

【日本学術振興会】 

国際学会等派遣事業 

米国 １ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ １ 米国 １ ｲﾀﾘｱ 1 

      ﾒｷｼｺ 1 

      米国 1 

【日本学術振興会】 

特定国派遣研究者 

ﾌﾗﾝｽ 1 ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ １   ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ 1 

  
ﾛｼｱ及び NIs

諸国 
１     

【国際協力機構】 

国際協力機構 事業への専門家の

派遣 

ﾍﾞﾄﾅﾑ 1 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ １ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ １ ﾏﾚｰｼｱ １

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ １ ﾏﾚｰｼｱ １     

【 ﾕﾈｽｺ･ｱｼﾞｱ文化 ｾﾝﾀｰ】 

ACCU ﾕﾈｽｺ青年交流信託基金事大

学生交流ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ事業 

      ﾂﾊﾞﾙ･ﾌｨｼﾞｰ 12 

【 (独)国際交流基金】 

(独 )国際交流基金による研究助

成 

      ｴｼﾞﾌﾟﾄ １ 

合計  ９  ９  ４  24 
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  b）「小項目 3-(1)-11」の達成状況 

   （達成状況の判断） 目標の達成状況がおおむね良好である 

   （判断理由） 

 計画 11-１, 計画 11-２に示すように日本学術振興会特別研究員制度などでは人

数は多いとは言えないまでも毎年，継続して採用をされている。また，ＪＩＣＡに

よる国別研修を平成 16 年度と 17 年度に実施しており，19 年度においても実施し

たことから，目的の達成状況がおおむね良好であると判断した。 

 

資料 3-(1)-11-2 [2]：外部研究資金による外国人研究者の受入状況一覧 

事業名 
16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 

受入国 人数 受入国 人数 受入国 人数 受入国 人数

【日本学術振興会】 
外国人特別研究員 

ﾊﾞﾝｸﾞ ﾗﾃﾞｼ
ｭ 

２
ﾊﾞﾝｸﾞ ﾗﾃﾞｼ
ｭ 

２ ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ １ ﾈﾊﾟｰﾙ 1 

ｲﾗﾝ １ ｲﾗﾝ １ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ １ ﾍﾞﾄﾅﾑ 1 

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ １ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ １ 中国 １ 韓国 1 

  中国 １ ﾈﾊﾟｰﾙ １ 米国 １ 

  ﾈﾊﾟｰﾙ １ ﾍﾞﾄﾅﾑ １   

同上 
外国人招へい研究者 

  ﾌﾗﾝｽ １ 英国 １ ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ １ 

  ｲﾝﾄﾞ １   ｲﾝﾄﾞ 1 

  ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ ２     

  中国 １     

【日本学術振興会】 
国際研究集会 
 
 
 
 

  ﾌﾗﾝｽ １     

  英国 ３     

  米国 １     

  ﾍﾞﾙｷﾞｰ １     

  ｲﾗﾝ １     

  ｲﾝﾄﾞ １     

  韓国 １     

【日本学生支援機構】 
帰国外国人留学生短期研究
制度 

ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ １ ﾐｬﾝﾏｰ １ 中国 １   

公益信託五峯ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ国際
基金研究助成 

      米国 １ 

合  計  ５  21  ７  ７ 

資料 3-(1)-11-2 [3]：二国間共同研究採択状況一覧 

事業名 
16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 

対象国 人数 対象国 人数 対象国 人数 対象国 人数

【日本学術振興会】 

韓国との共同研究(KOSEF) 
  韓国 １ 韓国 ２ 韓国 2

【日本学術振興会】 

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱとの共同研究(DGHE) 
   ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ １ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 

1

 

【日本学術振興会】 

ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞとの ｾﾐﾅｰ 
    ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ １   

合計    １  ４  3

 
資料 3-(1)-11-2 [４]：JICA 国別特設インドネシア「高等教育行政と情報技術」研修受入れ 

研修名 
16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 

実施期間 人数 実施期間 人数 実施期間 人数 実施期間 人数

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ情報技術及び高等教育行

政 

16.10.４～

10.22 
12

17.10.3～

10.22 
12 実施なし   

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ遠隔教育コンテンツ開発  
19.9.10～

9.28 
14
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  ②中項目１「社会との連携，国際交流等に関する目標」の達成状況 

  （達成状況の判断） 目標の達成状況が良好である  

 （判断理由） 

 各小項目の分析にあるように，知的財産管理室，科学技術共同開発センターと内部

型の TLO を統合した。「佐賀大学産学官連携推進機構」をとおして本学の知的財産

の創出，管理及び活用が戦略的に行われている。また，「佐賀大学地域貢献推進

室」を設置し，地方公共団体や民間・NPO との間で連携を行い，成果を上げている。

国際交流においては，DDP プログラムの立ち上げ等，協定大学間における国際交流

の実質化を図っている。以上のことより目標の達成状況が良好であると判断できる。 

 

  ③優れた点及び改善を要する点等 

  （優れた点） 

１．地域社会へ本学の科学研究や学術成果を還元するための「産学官連携推進機構」

と「地域貢献室」が地域社会に溶け込む重要な役割を発揮している。 

２．地域の図書館と本学附属図書館の連携により地域資料の収蔵，企画展の開催など

を行っている。 

３．国際交流事業では，短期留学プログラム，地球環境科学特別コ－ス，JICA によ

る国別研修企画等により，留学生及び研修生を積極的に受け入れている。  

４．各部局は研究の質を向上させ，研究成果を公表しながら，佐賀大学産学官連携推

進機構をとおして行政機関や産業界と連携を進めている。  

  （改善を要する点） 

１．科学技術や地域貢献の範囲を拡大することによって，本学の研究成果をさらに社

会へ還元し，地域の特有な問題を解決するなど貢献度を増す。 

２．国際交流においては，国際共同研究をさらに推進する。日本人学生がもっと海外

の大学で教育を受けたり，研究したりする機会を増やす。 

 （特色ある点） 

１．社会貢献に関しては佐賀県全体を本学のキャンパスとして捉え，各地にサテライ

ト，研究センター等を配置して，密度の高い事業を展開している。 

２．「大学コンソーシアム佐賀」を創設し，佐賀県下の高等教育機関が参画し，単位

互換，学生交流等佐賀ならではの活動を行っている。 

３． 地方公共団体と連携した「佐賀環境フォーラム」「佐賀大学デジタルコンテン

ツ・クリエーター育成プログラム」「地域創成型学生参画教育プログラム」など，

佐賀地域の社会に密接した教育プログラムが進められている。 

４． 環黄海地域の大学と本学の間で学生教員が交互に訪問し，英語による講義，演

習等を行い単位化する「国際パートナーシップ・プログラム」を継続して実施して

いる。 

 

 

 




